
  

 

第１６６回通常国会での改正 

 

 

【Ｈ１９分の収支報告書～】 

《資金管理団体が従前から所有している不動産に関する報告》 
 

 資金管理団体が、改正前から所有している不動産（これと密接に

関連する不動産を含む。）については、用途その他の個々の利用

の現況を収支報告書に記載しなければならない。 

 

 

 

【Ｈ２０分の収支報告書～】 

《資金管理団体による人件費以外の１件５万円以上の支出の明細

の収支報告書への記載、領収書等の写しの添付の義務付け》 
 

 資金管理団体は、人件費以外の１件５万円以上の支出について、

収支報告書に、支出を受けた者の氏名及び住所並びに当該支出の

目的、金額及び年月日を記載しなければならない。 
 

 資金管理団体は、人件費以外の１件５万円以上の支出について、

収支報告書の提出の際に、領収書等の写しを併せて提出しなけれ

ばならない。 
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※ 新設・Ｈ１９．８．６～施行（第１９条の２の２関係） 

（記載要領） 

21 様式（その 18）について 

(1) 12 月 31 日現在で資金管理団体として指定されている場合には、同日において有

する資産等のうち不動産（21 の(1)のアからウまでの資産をいう。以下同じ。）の利

用の現況について、次の例により項目別に分類した上で記載し、それぞれ別葉とす

ること。なお、「項目別区分」欄には、これらの区分を記載すること。 

  ア 土   地 

 

土地については、所在、事務所の用に供している場合にあつては

その旨、事務所以外の用に供している場合にあつてはその用途並

びに当該土地を現に使用している者ごとの用途、使用している面

積、その者と当該資金管理団体及びその代表者との関係並びに使

用の対価の価額を記載すること。この場合において、「摘要」欄に

は、所在を「東京都千代田区○○町１丁目１番地１号」というよ

うに記載し、「用途」欄には、事務所の用に供している場合にあつ

てはその旨を「事務所（事務所用の駐車場を含む。）」というよう

に、事務所以外の用に供している場合にあつてはその用途を「賃

貸」、「無償貸与」というように記載し、「使用者と当該資金管理団

体及びその代表者との関係」欄には、事務所以外の用に供してい

る場合において当該土地を現に使用している者と当該資金管理団

体及びその代表者との関係を「当団体の職員」、「当団体の代表者

の秘書」、「当団体の職員以外の個人」というように記載し、「使用

者ごとの用途」欄には、事務所以外の用に供している場合におい

て当該土地を現に使用している者ごとの用途を「住居」、「事務所

用以外の駐車場」というように記載し、「使用者ごとの使用面積」

欄には、事務所以外の用に供している場合において当該土地を現

に使用している者ごとの使用面積を「100 ㎡」というように記載し、

「使用者ごとの使用の対価の価額」欄には、事務所以外の用に供

している場合において当該土地を現に使用している者ごとの使用

の対価の価額を「10 万円／月」というように記載すること。 

  イ 建   物 

 

建物については、所在、事務所の用に供している場合にあつては

その旨、事務所以外の用に供している場合にあつてはその用途並

びに当該建物を現に使用している者ごとの用途、使用している床

面積、その者と当該資金管理団体及びその代表者との関係並びに

使用の対価の価額を記載すること。この場合において、「摘要」欄

には、所在を「東京都千代田区○○町１丁目１番地１号」という

ように記載し、「用途」欄には、事務所の用に供している場合にあ

つてはその旨を「事務所」というように、事務所以外の用に供し

ている場合にあつてはその用途を「賃貸」、「無償貸与」というよ
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※ 新設・Ｈ１９．８．６～施行（第１９条の２の２関係） 

うに記載し、「使用者と当該資金管理団体及びその代表者との関

係」欄には、事務所以外の用に供している場合において当該建物

を現に使用している者と当該資金管理団体及びその代表者との関

係を「当団体の職員」、「当団体の代表者の秘書」、「当団体の職員

以外の個人」というように記載し、「使用者ごとの用途」欄には、

事務所以外の用に供している場合において当該建物を現に使用し

ている者ごとの用途を「住居」、「倉庫」というように記載し、「使

用者ごとの使用面積」欄には、事務所以外の用に供している場合

において当該建物を現に使用している者ごとの使用面積を「100

㎡」というように記載し、「使用者ごとの使用の対価の価額」欄に

は、事務所以外の用に供している場合において当該建物を現に使

用している者ごとの使用の対価の価額を「10 万円／月」というよ

うに記載すること。 

  ウ 建物の所有

を目的とす

る地上権又

は土地の賃

借権 

建物の所有を目的とする地上権又は土地の賃借権については、当

該権利に係る土地の所在、事務所の用に供している場合にあつて

はその旨、事務所以外の用に供している場合にあつてはその用途

並びに当該土地を現に使用している者ごとの用途、使用している

面積、その者と当該資金管理団体及びその代表者との関係並びに

使用の対価の価額を記載すること。この場合において、「摘要」欄

には、所在を「東京都千代田区○○町１丁目１番地１号」という

ように記載し、「用途」欄には、事務所の用に供している場合にあ

つてはその旨を「事務所（事務所用の駐車場を含む。）」というよ

うに、事務所以外の用に供している場合にあつてはその用途を「賃

貸」、「無償貸与」というように記載し、「使用者と当該資金管理団

体及びその代表者との関係」欄には、事務所以外の用に供してい

る場合において当該土地を現に使用している者と当該資金管理団

体及びその代表者との関係を「当団体の職員」、「当団体の代表者

の秘書」、「当団体の職員以外の個人」というように記載し、「使用

者ごとの用途」欄には、事務所以外の用に供している場合におい

て当該土地を現に使用している者ごとの用途を「住居」、「事務所

用以外の駐車場」というように記載し、「使用者ごとの使用面積」

欄には、事務所以外の用に供している場合において当該土地を現

に使用している者ごとの使用面積を「100 ㎡」というように記載し、

「使用者ごとの使用の対価の価額」欄には、事務所以外の用に供

している場合において当該土地を現に使用している者ごとの使用

の対価の価額を「10 万円／月」というように記載すること。 

(2) 「使用者と当該資金管理団体及びその代表者との関係」欄から「使用者ごとの使

用の対価の価額」欄までについては、同一の不動産に関し当該不動産を現に使用し

4



※ 新設・Ｈ１９．８．６～施行（第１９条の２の２関係） 

ている者と当該資金管理団体及びその代表者との関係が同一の関係にある者が複

数いるときにあつては、一人ずつ行を分けて記載するものとし、その際、「使用者

ごとの使用面積」欄については、各使用者の専有面積で按分するなどして、適宜記

載すること。 

(3) 「使用者と当該資金管理団体及びその代表者との関係」欄から「使用者ごとの使

用の対価の価額」欄までについては、事務所の用に供している不動産の場合には記

載を要しないこと。 

(4) 12 月 31 日現在で資金管理団体として指定されていない場合又は同日において不

動産を有していない場合には、この様式は記載を要しないこと。 
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※ Ｈ２０．１．１～施行（第１９条の５の２関係） 

（その１） 
 

収  支  報  告  書 
 

平成          年分  
（平成  年  月  日開催分） 

    （ふりがな）  
１ 政 治 団 体 の 名 称 政治団体の区分 
                          
 
２ 主たる事務所の所在地 
                          
 
３ 代 表 者 の 氏 名 
                          

□ 政 党

□ 政 党 の 支 部

□ 政 治 資 金 団 体

□ 政治資金規正法第 18 条の 2 第

  1 項の規定による政治団体 

□ そ の 他 の 政 治 団 体

□ その他の政治団体の支部

  
４ 会計責任者の氏名 活動区域の区分 
                          
 

□ 2 以上の都道府県の区域等

□ 同一の都道府県の区域内

  
  事務担当者の氏名 資金管理団体の指定の有無 
                        □ 有 
  （電話）                □ 無 
                        公職の種類         

  （電話）                資金管理団体  
                        の届出をした  
  （電話）                者 の 氏 名         

 住 所         

  
 資金管理団体の指定の期間 
  平成  年  月  日から 

  平成  年  月  日まで 
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※ Ｈ２０．１．１～施行（第１９条の５の２関係） 

（記載要領） 

４ 様式（その１）について 

(1) 「政治団体の区分」欄及び「活動区域の区分」欄の中の「□」内には、該当する

ものに「✓」を記入すること。 

(2) 「資金管理団体の指定の有無」欄の中の「□」については、12 月 31 日現在で資

金管理団体として指定されている場合には「有」の「□」に「✓」を記入し、12

月 31 日現在で資金管理団体として指定されていない場合には「無」の「□」に「✓」

を記入すること。さらに、「資金管理団体の指定の有無」欄の中の「公職の種類」、

「資金管理団体の届出をした者の氏名」及び「住所」は、12 月 31 日現在で資金管

理団体として指定されている場合にのみ記載すること。この場合において、「公職

の種類」には、衆議院議員、参議院議員又は地方公共団体の議会の議員若しくは長

の区分により、その職については選挙区において選挙することとされている場合に

は当該選挙区名を付して、その職にある者にあつては「衆議院議員 東京都第○区

選挙区（現職）」、その職の候補者にあつては「衆議院議員 近畿選挙区（候補者）」、

候補者となろうとする者にあつては「甲県議会議員 乙郡選挙区（候補者となろう

とする者）」の例により記載すること。 

(3) 「資金管理団体の指定の期間」欄には、12 月 31 日現在での資金管理団体の指定

の有無にかかわらず、当該年中において一部の期間のみ資金管理団体として指定さ

れていた場合に、その期間を記載すること。この場合において、当該年中に資金管

理団体として指定され、その後、12 月 31 日まで資金管理団体として指定されてい

たときには、資金管理団体として指定された日から 12 月 31 日まで、１月１日現在

で資金管理団体として指定されており、その後当該年中に資金管理団体の指定を取

り消されたときには、１月１日から資金管理団体の指定を取り消された日まで、と

いうように記載すること。また、１月１日から 12 月 31 日まで通年で資金管理団体

として指定されていた場合には記載を要しないこと。 

(4) 特定パーティー開催団体にあつては、当該特定パーティー開催団体が開催した政

治資金パーティーの開催年月日を「平成  年  月  日開催分」の箇所に記載

すること。 
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※ 新設・Ｈ２０．１．１～施行（第１９条の５の２関係） 

（記載要領） 

17 様式（その 14）について 

 (1) 人件費以外の経常経費については、資金管理団体として指定されていた期間に行

つた支出のうち、１件当りの金額（数回にわたつてされたときは、その合計金額）

が５万円以上の支出について、その支出を受けた者の氏名及び住所（団体にあつて

は、その名称及び主たる事務所の所在地）並びに当該支出の目的、金額及び年月日

を次の例により記載すること。したがって、１月１日から 12 月 31 日までの間の一

部の期間のみ資金管理団体として指定されていた場合には、資金管理団体として指

定されていなかつた期間に行つた支出については記載を要しないこと。 

 (2) 人件費以外の経常経費は、16 の(1)のイからエまでの基準により分類し、「項目別

区分」欄には、「光熱水費」、「備品・消耗品費」、「事務所費」というように、項目

別の区分を記載し、それぞれ別葉とすること。 

 (3) 「支出の目的」欄には、光熱水費にあつては、例えば、「電気の使用料」、「ガス

の使用料」、「水道の使用料」、備品・消耗品費にあつては、例えば、「机の購入費」、

「事務所用自動車の購入費」、「事務用用紙の購入費」、「新聞購読料」、「ガソリン代」、

事務所費にあっては、例えば、「事務所の借料損料」、「公租公課」、「火災保険金」、

「電話使用料」、「切手購入費」、「修繕料」というように、当該支出の目的を具体的

に記載すること。 

(4) 「その他の支出」欄には、１件当りの金額が５万円未満の支出を一括してその合

計金額を記載すること。 
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